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法的根拠

医療法第30条の4第1項により、都道府県が策定すること

とされた「医療提供体制の確保に関する計画」

計画期間

６年間（医療法第30条の6第2項）

主な記載項目

医療圏の設定、基準病床数の算定、地域医療構想、

５疾病・６事業及び在宅医療、医師確保、外来医療

医療計画とは

● 都道府県が、国の定める基本方針に即し、地域の
実情に応じて、当該都道府県における医療提供体
制の確保を図るために策定するもの
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医療計画の経緯

● 昭和６０年　　　 第１次医療法改正（医療計画制度創設）

● 昭和６２年１１月 徳島県地域医療計画策定

● 平成　４年　９月 徳島県保健医療計画（第２次計画策定）

● 平成　９年　９月 第３次計画策定

● 平成１４年　９月 第４次計画策定

● 平成２０年　３月 第５次計画策定

● 平成２５年　３月 第６次計画策定

● 平成３０年　３月 第７次計画策定

● 令和　４年　３月 第７次計画中間見直し

● 令和　６年　３月 第８次計画策定

● 令和　９年　３月 第８次計画中間見直し予定
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第８次徳島県保健医療計画（基本的事項）

３　計画の性格

４　計画の期間

１　計画策定の趣旨

● 本県の保健医療を取り巻く環境の変化
○ 人口の急速な高齢化や社会構造の多様化・複雑化
○ 疾病構造の変化

● 医療需要の増加と病床の機能の分化及び連携など、適切な医療提供体制の早急な構築の必要性

２　計画の基本理念

　「県民一人ひとりの状態に適応した保健・医療・介護サービスが提供され、

　　行き場のない患者を生み出さず、全ての県民が安心して暮らせる徳島づくり」

● 医療法第30条の4第1項の規定に基づく医療提供体制を確保するための計画（医療計画）
● 徳島県における保健医療に関する基本的な指針　など

令和６年４月１日　から　令和１２年３月３１日までの６年間
（２０２４年）　　　　　（２０３０年） 4



第８次徳島県保健医療計画（主な掲載事項）

保健医療圏

保健医療資源の有効活用を図り、保健医療機能の効率的・効果的な
整備促進を図るための圏域を設定
　●1次保健医療圏 　（市町村単位）　　●1.5次保健医療圏（６圏域）
　●2次保健医療圏 　（３圏域）　　　　●3次保健医療圏 　（県全域）

保健医療提供体制

　● がん　　　● 脳卒中　　　● 心血管疾患

　● 糖尿病　　● 精神疾患

    ● 救急医療　　● 小児医療　　● 周産期医療

    ● 災害医療      ● 新興感染症　● へき地医療

    ● 在宅医療

　第１　医療機関の機能分化と連携

　第２　疾病に対応した医療提供体制の整備

　第４　安全な医療の提供

　第５　保健医療政策の推進

　第６　保健・医療・介護（福祉）の総合的な取組

保健医療従事者の養成・確保と資質の向上

外来医療に係る医療提供体制の確保

　第１　医師の養成・確保

　第３　薬剤師の養成・確保

　第４　看護職員の養成・確保

　第２　歯科医師・歯科衛生士・歯科技工士の養成・確保

　第５　保健医療従事者の養成・確保

　第６　医療従事者の勤務環境の改善

　第３　課題に対応した医療提供体制の整備
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法的根拠（医療法第30条の6）

「都道府県は、三年ごとに（～中略～）調査、分析及び評価を行い、必要があると認めるときは、

　当該都道府県の医療計画を変更するものとする。」

● 原則「3年計画」として見直しが規定されている分野（在宅医療、医師確保計画、薬剤師確保計画、

外来医療計画）を中心に実施。

● 医療計画の中間見直しは、平成26年の医療法改正 により規定され、第7次医療計画で初めて 実

施し、今回が2回目 。

中間見直しとは
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※医療法等に基づき、原則「3年計画」として⾒直しが規定されている分野を中⼼に実施します。

在宅医療

地域包括ケアシステムの推進に向
け、ICTやAIの活⽤、BCP（業務継続
計画）の策定など、⽬標の再設定を

⾏います。

医師確保

医師偏在指標の更新をはじめ、医師
少数スポットの変更や医師偏在是正
プランの策定など、確保対策を強化

します。

外来医療

外来医師偏在指標の更新や、多数区
域以外の新規開業者への地域外来医
療機能の要請などに関する⾒直しを

⾏います。

中間見直し概要（主な対象分野）

今般改正のあった国の医療計画に関連する指針等に基づいた見直しや、
現計画策定時から変更のあった施策等の反映を行う。

見直しの趣旨

改正された国の指針

● 「外来医療に係る医療提供体制の確保に関するガイドライン～第8次(後期)～」について

(令和8年5月28日付け医政地発0528第1号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知)

● 「医療計画について」の一部改正について

 (令和8年6月10日付け医政発0610第4号厚生労働省医政局長通知)

● 「疾病・事業及び在宅医療 に係る医療体制について」の一部改正について

 (令和8年6月10日付け医政地発0610第1号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知)

● 「医師確保計画 策定ガイドライン～第8次 (後期)～」について

 (令和8年6月30日付け医政地発0630第4号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知)

外来医療

精神疾患医療
在宅医療

医師確保
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分野 主な見直し内容

　精神疾患
● 精神基準病床数の変更

● 高次脳機能障害者支援法の施行など関連法・計画改正への対応

　在宅医療
● 数値目標の設定（R11年度目標）

● 災害発生に備えた在宅医療提供体制の充実・強化

　医師確保
● 医師偏在指標の更新

● 重点医師偏在対策支援区域の設定及び医師偏在是正プランの策定

　薬剤師確保  

● 薬剤師確保のための施策の充実

　・病院薬剤師奨学金返還支援制度の開始

　・大学等と連携した学生へのアプローチ強化

分野別見直しポイント
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分野 主な見直し内容

　外来医療

● 外来医師偏在指標の更新

● 外来医師多数区域以外の区域への
新規開業者に対する「不足医療機能」の要請と協議・公表

※「外来医師過多区域」については、本県に該当がないため追加なし

　その他見直し項目
● 各種法律・国通知の改正への対応

● 個別医療機関に関する記載事項の更新　　　　　　等

　地域医療構想

● 新たな地域医療構想は、令和8年7月に発出された国のガイドラインを基に、令和
10年度までに策定することとなっている。

● 策定された構想を踏まえ、R11年度に第９次医療計画を策定することから、今回の
中間見直しにおいては「地域医療構想」の変更は行わない。

分野別見直しポイント
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（参考）新たな地域医療構想の策定スケジュール
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9月

● 医療審議会への諮問、概要説明

　（見直し概要の説明）

11月

● 医療審議会にて素案提示

● 11月議会報告

12月

● 関係団体への意見聴取

● パブリックコメント

１月〜

● 医療審議会にて最終案答申

● 2月議会報告

● 計画改定

見直しスケジュール案（令和8年度）
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（参考資料）
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精神疾患の医療体制（第８次医療計画後期（令和９年～11年）のポイント） 

R8.3.26　第126回社会保障審議会医療部会　資料より
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精神病床に係る基準病床の見直し

注）基準病床数算定式の計算結果
については、「慢性期入院患者に
係る政策効果に関する割合」及び
「認知症慢性期入院患者に係る政
策効果に関する割合」を、それぞ
れ最大または最小に設定した時の
幅を含めて記載している。
注１：慢性期／認知症慢性期入院
患者に係る政策効果に関する割合
に、それぞれ0.02を加えた場合
注２：慢性期／認知症慢性期入院
患者に係る政策効果に関する割合
に、それぞれ、当該割合が０を下
回らない範囲で最も小さくなるよ
う、0以上0.02以下の値を減じた場
合

基準病床数

８次策定　→　中間見直し
2,832床　　　2,613床
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偏在指標の更新

医師偏在指標

医療圏ごとに、医師の偏在の状況を全国ベースで客観的に示すために 、地域ごとの医療ニーズや

人口構成、医師の性年齢構成等を踏まえた、人口10万人に対する医師数を示したもの

圏域
８次計画策定時

→

中間見直し
備考

医師偏在指標 順位 医師偏在指標 順位

徳島県 289.3 6位／47位 293.9 8位／47位 多数県

　東部 332.4 25位／330位 325.1 32位／330位 多数区域

　南部 231.4 93位／330位 248.2 90位／330位 多数区域

　西部 153.2 283位／330位 182.1 247位／330位 少数区域

※中間見直しにおいて、医師偏在指標に地理的要素を反映するため、医師偏在指標が下位33.3%に加え

、医師偏在指標が中位33.3%に該当する区域のうち、「へき地尺度（mRIJ）」が上位10%の区域を

　医師少数区域として設置　　←　本県は中位33.3%に該当する区域なし
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偏在指標の更新

外来医師偏在指標

医療圏ごとに、地域の外来医療機能の偏在等の可視化を行うために 、地域ごとの医療ニーズや人口構成、

医師の性年齢構成等を踏まえた、人口10万人に対する診療所医師数を示したもの

圏域

８次計画策定時

→

中間見直し

備考外来医師
偏在指標

順位
外来医師
偏在指標

順位

徳島県 134.6 4位／47位 131.2 5位／47位

　東部 146.9 10位／330位 141.0 21位／330位 多数区域

　南部 103.3 148位／330位 103.4 158位／330位

　西部 117.8 67位／330位 123.6 66位／330位 多数区域

※外来医師偏在指標においては、上位33.3%以上を多数区域とする区分のみ
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医師偏在是正プランについて

医師偏在是正プラン

都道府県において、医師確保計画の中でより実効性のある医師偏在対策の取組を進めるため、
重点医師偏在対策支援区域を対象とした「医師偏在是正プラン」を策定

重点医師偏在対策支援区域

今後も一定の定住人口が見込まれるものの、必要な医師が確保できず、人口減少よりも医療機関の減少の
スピードの方が早い地域などを｢重点医師偏在対策支援区域｣と設定

徳島県の設定状況（R7.9.2 令和7年度第2回徳島県地域医療総合対策協議会）
・医師少数区域（西部医療圏）
・医師少数スポット（勝浦町、上勝町、那賀町、美波町、牟岐町、海陽町、阿南市伊島町）

経済的インセンティブ

重点医師偏在対策支援区域における以下の支援を実施

● 当該区域で承継･開業する診療所の施設整備、設備整備、一定期間の地域への定着に対する支援

● 当該区域における一定の医療機関に対する派遣される医師及び従事する医師への手当増額の支援

● 当該区域内の一定の医療機関に対する土日の代替医師確保等の医師の勤務･生活環境改善の支援、 

当該区域内の医療機関に医師を派遣する派遣元医療機関に対する支援 17



外来医師過多区域について　　 ※徳島県は該当区域がないため、計画への追記なし

医療法等の一部を改正する法律(令和7年法律第87号)による医療法改正<令和8 (2026)年4月1日~>

都道府県知事が、厚生労働省の定める候補区域から、外来医師過多区域を指定する制度
当該区域で無床診療所を開設する場合に事前の届出等が必要となる。

【医療法第30条の18の6第1項】

　都道府県知事は、第30条の4第2項第14号に規定する区域(※二次医療圏)であって、外来医療を行う医師
の数の、外来患者の数に対する比率に相当するものとして厚生労働省令で定めるところにより算定した率そ
の他厚生労働省令で定める指標が、厚生労働省令で定める基準を超えるものがある場合において、当該区
域のうち、特に地域外来医療を確保する必要がある区域があると認めるときは、当該区域を指定するものと
する。
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